
土木交通部各課・局の事業概要

住　　　宅　　　課
　平成30年時点における県内の住宅の推計戸数は約626千戸、世帯総数は約544千世帯で、1世帯当たりの住宅数は
約1.15戸となっています。人口減少や少子高齢化の進行に
伴い、子育て世帯や高齢者等に適した住環境の拡充や住宅
確保要配慮者に対する居住の安定確保、空き家対策の推進
など、社会経済情勢の大きな変化を踏まえた住宅政策を推
進していく必要があります。県では、これらの課題に対応す
る施策を推進するため、「滋賀県住生活基本計画」を策定し、
住宅政策の方針や目標、施策の方向等を定めています。
　令和３年度には内容の見直しを行い、令和12年度までの
10年間の計画として改定しました。
■滋賀県における総住宅数と世帯総数

１ 住宅確保要配慮者に対する居住の安定確保

（1）公営住宅の管理運営

　公営住宅は、住宅に困窮されている低所得の方々のために、県および
各市町が供給している賃貸住宅です。
　良質な公営住宅ストックの形成に向けて、建替え工事や改善工事の実施
等、整備を進めています。
公営住宅管理戸数（令和5年4月1日現在）

管理戸数
県営住宅 2,827戸
市町営住宅 7,937戸
合　計 10,764戸

（2）居住支援の推進

【新たな住宅セーフティネットの推進】
「滋賀県居住支援協議会」における取組
■構成団体：�県・市町・不動産関係・福祉関係の団体等
■取組内容：�住宅確保に配慮を要する方の入居円滑化に向け

た関係者間のネットワーク形成や情報発信
【セーフティネット住宅や居住支援法人の登録促進】
「住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」に基づく県の取組
■取組内容：�要配慮者の入居を拒まない「セーフティネット住

宅」の登録促進、要配慮者の入居・生活支援等
を行う「居住支援法人」の指定

セーフティネット住宅登録件数 居住支援法人指定件数
11,405戸 5件

　　　　　　　　　　　　　　　令和5年3月末現在

・生活保護制度
・生活困窮者自立支援制度
・介護保険制度
・行政の緊急通報サービス
・・・

【入居前支援】

・不動産事業者とのマッチ
ング、同行支援等

【入居中の支援】
・生活支援、見守り等
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福祉支援

セーフティネット住宅の登録促進

居
住
支
援
協
議
会

新庄寺(長浜)県営住宅建替事業

滋賀県住生活基本計画【基本目標】 
住宅確保に配慮を要する方の状況や
ニーズに対応した住まいの確保 

安全に暮らし続けられる 
住まいの形成 

ＣＯ₂ネットゼロ社会づくりに 
向けた住まいの形成 

分譲マンションの適切な維持管理 

ライフステージや価値観に応じて 
住まいを選択できる環境づくり 

基本目標１ 

基本目標２ 

基本目標３ 

基本目標４ 

基本目標５ 

基本目標６ 

基本目標７ 

基本目標８ 

基本目標９ 住生活を支える住宅産業の活性化 

空き家問題の解消 

安全で持続可能なまちづくり 

災害等に備えた支援体制等の充実 
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（3）サービス付き高齢者向け住宅の登録等　　

　高齢化の進行による高齢者世帯の増加等を踏まえ、高齢者
が安心して暮らせる居住環境を拡充するため、サービス付き高
齢者向け住宅の登録と指導を行っています。

２ 空き家対策の推進

３ 安全・安心で優良な宅地開発の推進　

４ 宅地建物取引業法の施行

　空き家の増加は地域の活力の低下をもたらすのみならず、老朽化した空き家は住環境の安全性や景観等を害するおそ
れがあることから、発生予防・既存住宅の流通促進・管理不全空き家対策等の取組を重層的に展開します。

■街なみ環境整備事業の支援
　住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び街づく
り協定を結んだ住民が協力して、住宅、地区施設等の整備改善を行うこと
により、ゆとりとうるおいのある住宅地区の形成を支援しています。
■開発許可制度の的確な運用
　無秩序な市街化を防止するため、開発行為等の許可を行っています。
年度毎件数 R1 R2 R3 R4
開発許可 6 12 9 5
建築許可 0 0 0 1

■被災宅地危険度判定士の養成および登録
　宅地が大規模に被災した場合に、被害の発生状況を迅速に把握するため
「被災宅地危険度判定士」の養成を進めています。
登録人数 R1 R2 R3 R4
合　計 725 758 693 655

宅地建物取引業者数（令和5年３月31日現在）
知事免許（業者数） 1,063 知事免許…滋賀県内のみに事務所を設置するもの
大臣免許（業者数） 13 大臣免許…２以上の都道府県の区域内に事務所を設置するもの

登録宅地建物取引士数（人数） 8,510 不動産無料相談所相談件数（件/R4年度） 851

 

 

 

 

 

 

滋賀県における空き家の状況 人口減少と住宅総量増加を背景に空き家問題が進行

❶“空き家予備軍”への対策
➡ 相続発生前段階から所有者が適切に

❷長期的視点から
空き家を生み出さないための対策

➡ 既存住宅流通促進

❸老朽化した危険な空き家の除却
➡ 適切な措置による周辺への悪影響防止

管理不全
空き家対策

空き家総数
（81,000戸）

非木造
（9,600戸）

木造
（28,800戸）

一戸建て
（27,000戸）

長
屋
・
共
同

その他空き家
（38,300戸）

長屋・共同住宅（7,800戸）
一戸建

て

※平成30年住宅・土地統計調査より作成。
　　100戸未満の端数は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

発生予防

流通促進

対応するよう誘導

街なみ環境整備事業（東近江市）整備状況

被災宅地危険度判定士講習会風景

サービス付き高齢者住宅整備数
（令和５年３月末時点）

105棟
2,979戸
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